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 違法性について，下記のとおり主張を補充する。 

１ 本件処分の違法性については，訴状１５頁で指摘したところである。すなわち，分譲を

含むホテル事業は，自然公園法２条６号，１６条３項，同法施行令１条３号にいう「宿舎」

には該当しないことから，公園事業としては実施できないものであり，このことは，国立公

園事業取扱要領（甲２２）が，「利用施設事業については，特定の団体又はその構成員等の

使用を目的とするものでないこと」と定めていること（第１０の１（７）や，分譲を含むホ

テル事業は公園事業として実施できないものであることは自然公園法を所管する環境省の見

解であること（甲２１）からも裏付けられる。自然公園法の趣旨からもそのように解釈する

のが相当であることは，訴状１５頁で指摘したとおりである。 

２ このように公園事業として行われる「宿舎」事業は，国立公園内での事業であるという

公共性ゆえに，「国民宿舎」（当該自然公園の自然環境や景観を享受する目的で，不特定多

数の国民が低廉な料金で利用できるために国立公園内に保養のために建設される公共の施

設）として認可されてきた。環境省自身，このような国民宿舎は通常のホテルとは異なるこ

とから，「ホテル」との名称を付すこと自体を避けるよう通達を出したりしている。国民宿

舎は，公営のものと民営のものがあり，後者であれば環境省や都道府県の認可を受けること

により可能になるが，上記のような国民宿舎としての性格は保持されていなければならな

い。 

  しかし，本件建物及びその前提となるホテル事業は，分譲を前提としている点で特定の

利用者の使用を目的としたものであるだけなく，国定公園内の自然環境や景観への配慮を欠

く巨大な建築物であり，また価格が１泊１０万円以上する超高級ホテルとなっており，自然

公園法が宿舎事業として想定している「国民宿舎」とはかけ離れた公共性のないものとなっ

ており，結果的に，公共の財産である沖縄海岸国定公園が，特定の大企業によって独占され



ることになってしまっている。以上の点からしても，本件建物が自然公園法が定める「宿

舎」には該当しないというべきである（甲４３）。 

                                                                 以 上 

 


